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国内銀行業界を取り巻く環境

国内銀行業界にとっては試練の時期であ
ると認識している。

・国内市場の成熟化
- 人口は減少の一途

・社会構造の変化
- 顧客のデジタルシフト
- 小売業・通信業界等による決済市場

への進出
- FinTech企業の台頭

・経営効率の限界
- マイナス金利に伴う収益低下

特に、顧客のデジタルシフト（＝デジタ
ル社会化）の進展に合わせ、ネット・ス
マホアプリによる口座開設・各種手続き
への対応が始まっている。

しかし、顧客に見えている金融機関のデ
ジタル化への対応は表面的であり、多く
の場合、モバイルチャネルの後続の事務

処理は、従来の紙を用いた事務と同様で
あり、抜本的な効率化が後回しになって
いる場合も多い。

また、これまでも様々な局面で、業務プ
ロセスに係るコスト削減等の取り組みを
実施してきている。今後は既存商品・
サービスを前提とした生産性を上げるた
めの取り組みだけでは、乾いた雑巾を絞
るような効果しか期待することはできな
いだろう。

既存商品・サービスを前提とした
効率化取り組みの限界

近年のRPA等を活用した業務プロセスの
効率化により、大規模にシステム化する
までもない反復的な作業まで自動化され
ることになる。

本来ならば、代替できずに残る作業は、
複雑な内容の判断（読み取れない文字を
読みとる/作業結果が正しいものと判別

する等）・モノの移動（帳票、通帳、
カード等）を伴うものとなる。

しかし、依然として紙主体、規制対応・
過去の経緯によって設計された業務は複
雑なため残存され、個別部署単位で最適
化されたシステムが混在している。全体
最適の観点で業務が再設計されていると
は言い難い。

また、現行プロセスを是とする方々に
とって業務プロセスの全体最適の為、業
務が変化することに対して否定的になる
こともある。

特に、現行の法規制の下で、厳格な業務
運営を求められており、これまで問題が
なかった仕組みを変えることに対する反
発は想像に難くない。

つまり、既存商品・サービスを前提にし
た業務プロセス効率化の実現には大きな
壁があり、新たな改革アプローチを模索
する必要がある。

海外先進行は次世代のオペレー
ティングモデル改革へ

一方で、海外先進行は、国内銀行とのコ
スト効率の面で差をつけつつある（図表
1）。その背景には、商品・サービスレ
ベルにまで踏み込んだ改革アプローチの
変化がある。

・海外先進行の経営の効率性（CIR）
日本の大手銀行：約65%

デジタルを活用している海外先進行：
約48%

（CIR：Cost to Income Ratio、金融機関
の経営の効率性比較にグローバルで用
いられる指標）

・改革事例
海外行ではモバイルチャネルで口座開
設をすると5分後には着金可能な口座
が開設可能

（別途、本人認証確認作業を完了させ
れば、引き出しも可能）

本事例はこれまでの商品・サービスに求
められる本質的な機能は残しつつ、抜本
的な業務プロセスの効率化を実現している。

個別最適の効率化から全体最適
“end to end”の効率化へ

（ZBP:Zero-Based Process）

弊 社 が 提 唱 す る Z B P （ Z e r o - B a s e d 

Process）とは、「業務のインプット・ア
ウトプットを明らかにし、その中間処理
は完全自動化を目指す。制約は法令・コ
ンプラ要件のみとして準拠する」を基本
的な思想としたアプローチである（図表2）。

これまで、ともすれば理想像として語ら
れてきたことが様々なデジタル・テクノ
ロジーを活用すれば実現できるケースが
出てきている。

前述のような海外先進行の事例は、既存
の商品・サービスを起点とした思考から
脱却したからこそ実現できた一例である。

従来の業務改革では、仮に大きく業務プ
ロセスを変革しようと考えていても、過
去の経緯で複雑化した業務プロセスに対
して、メスを入れられなかぅた経緯があ
るものと認識している。

具体的には、業務プロセスそのものの
要・不要、やり方を変える等オプション
を整理できたとしても、また、それが法
制度・コンプライアンスの観点で問題な
いかまでを担保できず、従来踏襲の業務
プロセスが維持されてきたことが実態で
はないだろうか。

デジタル・テクノロジーが進展した今こ
そ、この課題を再整理する機会が来てい
るものと考えている。

実現させるためのシステム
（Digital Enterprise）

ZBPアプローチによる業務プロセス変革
は、それを支えるシステムにも影響を及

ぼす。これまで人が行っていた作業をテ
クノロジーが行い、横展開を前提とした
全社的な自動化を主としたITプラット
フォームの構築が必要となる。

弊社では、そのためのフレームワークと
して、「Digital Enterprise」を提唱してい
る。下 記 の 要素で構成されている（図
表3）。

・セールスやコミュニケーションを支援
する「デジタルワークフォース」

・サイバーセキュリティやコンプライア
ンスを支援する「デジタルセキュリ
ティ」

・データマネジメントやコネクションマ
ネジメント（他社APIとの連携等）を
支援する「デジタルプラットフォーム」

これらの要素について、実現できる最適
なソリューションを組み合わせて提供す
ることが重要となる。

既存の勘定系システムの基本機能は残し
つつ、オペレーション部分はDig i ta l 

Enterpriseプラットフォームと連携しな
がらより幅広い業務を自動化できるもの
と考える。

改革に向けたアプローチ

改革を推進していく上では、旧来プロセ
スを効率化しつつ、順次新規プロセスへ
シフトさせる考え方（＝ツースピード改
革）が有効であると考える。

先行取組対象となる商品・業務プロセス
を抽出し、スピーディにやり切ること
で、社内での成功事例として認識される
ことになる。

また、これまでの個別最適化された組織
（フロント・ミドル・バック）を横断
し、業務をend to endの視点で再構築す
る考えが必要となる。

その為には、それぞれの部門の現状の
ミッションを超えて、組織横断で全体最
適の議論が必要となる。組織横断で改革

をトップダウンのコミットメントは勿論
のこと、改革を全社横断でオーナーシッ
プをもって進める組織・ミドルマネジメ
ントが必要となる。

おわりに

本稿では、コスト構造改革に向けて、

① 業務プロセスは、ZBPの視点で考える
こと

② その際には個別最適のソリューション
を適用するのではなく、統合的なプ
ラットフォームを意識した仕組みを
構築すること

③ 改革を推進していくには、旧来プロ
セスを効率化しつつ、順次新規プロ
セスへシフトさせること

④ 各階層における強いコミットメントが
重要である事を述べてきた。

本アプローチが本邦金融機関の抜本的な
オペレーティングモデル改革への一助な
れば幸いである。

～MiFID2による本質的なビジネスインパクト

2018年1月、MiFID2（EUにおける第2次金融商品市場指令）施行。リサーチ
サービス料金と執行手数料のアンバンドリング、証券売買執行に伴う新たな
報告要件、私設取引システム（ダークプール）の制限等、その適用範囲は多
岐に亘る。

制度施行に際して各金融機関がその対応に追われたのも記憶に新しいが、本
質的な影響は、まさに今後拡がっていくと考えている。フィデューシャ
リー・デューティーの観点からも、リサーチビジネスモデル変革の必要性が
グローバルで高まっている。

目まぐるしい市場環境変化をいかに先読みし、施策を講じることが出来るか。
本邦投資銀行においても実用化を進めてきた新しいテクノロジーをいかに活
用し、従来業務に融合させていくことができるか。

MiFID2元年、早くも勝負の分かれ目に立たされようとしている。

信方　章吾
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金融サービス本部
シニア・マネジャー

MiFID2の概要

2018年1月3日に施行されたMiFID2で
は、安全・透明・堅固で信頼しうるEU

金融市場を目指し、投資家保護や市場透
明性強化を目的とした多岐に渡る施策が
講じられた。2007年のMiFIDに対する主
要な改定は以下である。

・投資家保護の強化

・市場透明性の向上
（ダークプール取引の上限規制等も新

たに導入）

・新たな市場構造の枠組みの導入（規制
市場及びMTFに加えて、OTFを新規導入）

・アルゴリズム取引規制（システムリス
ク管理体制の具備等）

・商品デリバティブ市場に対する監督権
限の強化

・第三国のEU市場アクセスを認めるた
めの統一的な枠組みの導入

勝負の分かれ目

本稿では、特にビジネスインパクトが大
きいと考えられる手数料アンバンドリン
グに関して深堀りしていきたい。

手数料アンバンドリングに対する
動向

「投資者保護の強化」の一環として、執
行手数料とリサーチ手数料のアンバンド
リングが実施された。これによって、長
年に渡り“無料”と認識されていたリサー
チサービスは、MiFID2施行を機に厳し
い選別の目に晒されていると言っても過
言ではない。

① 欧州における動向

欧州では、MiFID2施行前から注文執行
以外のサービス費用を執行手数料に含め
ること（ソフトダラー）に対して厳格な
規制が設けられていた。その為、アンバ
ンドリングに対する拒否反応は比較的小
さい。FCA（英国当局）は英国内におけ

る「リサーチサービス」を細分化し、受
領したサービスの内容に応じてフィーを
支払うべきであると明示している。

リサーチサービス受領者は、これまで以
上に費用対効果を意識するこことなり、
外部に支払うリサーチ費用の圧縮やセル
サイドリサーチのカバレッジ縮小も予想
される。

② 米国における動向 

米国では、「投資助言業者」として登録
がない限り、リサーチ費用を別途受領す
ること（ハードダラー）が禁止されてい
る 。 そ の 中 で S E C （ 米 国 当 局 ） は 、
MiFID2施行後30カ月間は「投資助言業
者」でなくてもハードダラーでの運用を
許可する暫定救済措置を打ち出した。こ
れまでとは逆行する形ではあるが、米国
投資銀行が欧州にサービス提供が出来な
くなる懸念に対応するためである。

現時点において米国はMiFID2対象外で
はあるものの、この救済措置に甘んじる
ことに留まらず、リサーチ部門の業態を
「投資助言業者」に変更するといった動
きも出始めている。MiFID2がグローバ
ルスタンダードとなることを見越した対
応に着手している金融機関も少なくない。

本邦における動向

本邦では、フィデューシャリー・デュー
ティーを巡り、顧客が支払う手数料の透
明 性 に 関 す る 注 目 が 高 ま っ て い る 。
MiFID2単体で見ると、現時点において
は欧米市場の動きを静観している状況に
留まるが、グローバルトレンドである顧
客本位の業務運営への変革が求められる
中で、リサーチ手数料のアンバンドリン
グによるビジネス影響は今後益々拡大し
ていくことであろう。

攻めのリサーチビジネス変革

リサーチ手数料のアンバンドリングは、
やがて世界中に浸透する公算が大きい。
運用会社側としても、地域によって異な
る手数料スキームよりも単一のものに沿
う方が容易と感じるだろう。また、制度
施行に際してブローカーと締結した包括
的契約が、費用対効果の観点で見直され
ることも想定される。更には、進行する
手数料低下を考慮し、業容縮小を余儀な
くされるケースも発生し得るであろう

（図表1）。

ただ、この転換のタイミングを攻めに転
じる好機と捉えてみてはどうだろうか。
各社横並び状態から脱却し勝ち組となる
ためには、弊社としては既存業務とデジ
タルとの融合がカギを握ると考えている

（図表2）。

・SNSやニュース、ブログといった情報
ソース拡充や提供チャネル多様化を前
提とした、高付加価値プロダクト・
サービス

・競争力を維持する価格設定・価格改正
を下支えするプライシングプラット
フォーム

・サービス組成から顧客提供、サービス
管理に至るまで、一気通貫での低コス
トオペレーティングモデル

・顧客動向・趣向を掌握した上での包括
的なデジタルセールス戦略

既存業務とNew Technologyの融合によ
る次なる一手

1. AI/RPA

多岐に亘りAIを活用。膨大なビッグデー
タを解析し、顧客毎にパーソナライズさ
れた情報を提供。決算発表データと過去
遡及データを即時解析。更にはAIチャッ
トボットとのコミュニケーションを通じ
ても顧客情報を収集。プライシングAIに
よる適正な価格設定や柔軟な価格改正を
実行。これらはあくまで、一例に過ぎ
ない。

加えて、RPAを駆使して財務情報計算や
定型レポート作成を支援。オペレーショ
ン負荷を削減するとともに、業務精度向
上による審査・コンプライアンスチェッ
ク負荷軽減も狙う。

2. データ連携・共通化基盤

APIを通じて、社外データや社外アプリ
ケーションの情報と、社内の基幹システ
ムや業務アプリケーションの既存情報を
集約・蓄積する。

3. ビッグデータ解析

集約された銘柄情報・財務情報やニュー
ス、及び顧客情報等を多角的に分析する
ことで、真に価値あるサービス・プロダ
クト組成、顧客アプローチ戦略策定に向
けたインプットを整理する。

4. デジタルマーケティング

マーケティング・オートメーションや
データマネジメントのプラットフォーム
を駆使してマーケティング活動を効率
化・自動化。プロダクト・サービス組成
や戦略立案といったクリエイティブな領
域への時間を創出し、ブランディング向
上に寄与する。

5. Open API

Open APIを通じて、これまで自社に蓄積
したリサーチデータやシステム機能を外
部に公開し、サービス提供範囲を大幅に
拡大。新たな収益機会を創出するととも
に、多様化するデジタルチャネルへの対
応も図る。

これら新技術要素は既に実用化段階に来
ており、リテール部門やホールセールト

レーディング部門、本社事務部門の先進
事例では高い水準での効果創出にまで至
る。但し、リサーチ領域においてこれか
らゼロベースで構築するのには相応の時
間と投資が必要になる（図表3）。従っ
て、既存業務にこれら先進事例を順次取
り込んでいくといった発想を取ることが
肝要だ。

最後に

現時点では、MiFID2施行によるビジネ
ス影響はさほど大きくは無い。然しなが
ら、欧米先進金融機関は既に明確なアク
ションを起こし始めているのも事実であ
り、今後益々活発化していくことであろう。

弊社としても、各国の情勢を把握した上
で、各社の経営状況や狙いに即して、デ
ジタルを駆使した変革を加速化する一助
となりたいと考えている。
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本事例はこれまでの商品・サービスに求
められる本質的な機能は残しつつ、抜本
的な業務プロセスの効率化を実現している。

個別最適の効率化から全体最適
“end to end”の効率化へ

（ZBP:Zero-Based Process）

弊 社 が 提 唱 す る Z B P （ Z e r o - B a s e d 

Process）とは、「業務のインプット・ア
ウトプットを明らかにし、その中間処理
は完全自動化を目指す。制約は法令・コ
ンプラ要件のみとして準拠する」を基本
的な思想としたアプローチである（図表2）。

これまで、ともすれば理想像として語ら
れてきたことが様々なデジタル・テクノ
ロジーを活用すれば実現できるケースが
出てきている。

前述のような海外先進行の事例は、既存
の商品・サービスを起点とした思考から
脱却したからこそ実現できた一例である。

従来の業務改革では、仮に大きく業務プ
ロセスを変革しようと考えていても、過
去の経緯で複雑化した業務プロセスに対
して、メスを入れられなかぅた経緯があ
るものと認識している。

具体的には、業務プロセスそのものの
要・不要、やり方を変える等オプション
を整理できたとしても、また、それが法
制度・コンプライアンスの観点で問題な
いかまでを担保できず、従来踏襲の業務
プロセスが維持されてきたことが実態で
はないだろうか。

デジタル・テクノロジーが進展した今こ
そ、この課題を再整理する機会が来てい
るものと考えている。

実現させるためのシステム
（Digital Enterprise）

ZBPアプローチによる業務プロセス変革
は、それを支えるシステムにも影響を及

ぼす。これまで人が行っていた作業をテ
クノロジーが行い、横展開を前提とした
全社的な自動化を主としたITプラット
フォームの構築が必要となる。

弊社では、そのためのフレームワークと
して、「Digital Enterprise」を提唱してい
る。下 記 の 要素で構成されている（図
表3）。

・セールスやコミュニケーションを支援
する「デジタルワークフォース」

・サイバーセキュリティやコンプライア
ンスを支援する「デジタルセキュリ
ティ」

・データマネジメントやコネクションマ
ネジメント（他社APIとの連携等）を
支援する「デジタルプラットフォーム」

これらの要素について、実現できる最適
なソリューションを組み合わせて提供す
ることが重要となる。

既存の勘定系システムの基本機能は残し
つつ、オペレーション部分はDig i ta l 

Enterpriseプラットフォームと連携しな
がらより幅広い業務を自動化できるもの
と考える。

改革に向けたアプローチ

改革を推進していく上では、旧来プロセ
スを効率化しつつ、順次新規プロセスへ
シフトさせる考え方（＝ツースピード改
革）が有効であると考える。

先行取組対象となる商品・業務プロセス
を抽出し、スピーディにやり切ること
で、社内での成功事例として認識される
ことになる。

また、これまでの個別最適化された組織
（フロント・ミドル・バック）を横断
し、業務をend to endの視点で再構築す
る考えが必要となる。

その為には、それぞれの部門の現状の
ミッションを超えて、組織横断で全体最
適の議論が必要となる。組織横断で改革

をトップダウンのコミットメントは勿論
のこと、改革を全社横断でオーナーシッ
プをもって進める組織・ミドルマネジメ
ントが必要となる。

おわりに

本稿では、コスト構造改革に向けて、

① 業務プロセスは、ZBPの視点で考える
こと

② その際には個別最適のソリューション
を適用するのではなく、統合的なプ
ラットフォームを意識した仕組みを
構築すること

③ 改革を推進していくには、旧来プロ
セスを効率化しつつ、順次新規プロ
セスへシフトさせること

④ 各階層における強いコミットメントが
重要である事を述べてきた。

本アプローチが本邦金融機関の抜本的な
オペレーティングモデル改革への一助な
れば幸いである。

MiFID2の概要

2018年1月3日に施行されたMiFID2で
は、安全・透明・堅固で信頼しうるEU

金融市場を目指し、投資家保護や市場透
明性強化を目的とした多岐に渡る施策が
講じられた。2007年のMiFIDに対する主
要な改定は以下である。

・投資家保護の強化

・市場透明性の向上
（ダークプール取引の上限規制等も新

たに導入）

・新たな市場構造の枠組みの導入（規制
市場及びMTFに加えて、OTFを新規導入）

・アルゴリズム取引規制（システムリス
ク管理体制の具備等）

・商品デリバティブ市場に対する監督権
限の強化

・第三国のEU市場アクセスを認めるた
めの統一的な枠組みの導入

図表2  “勝ち”側に立つための4つの要素

2018 Accenture All rights reserved. ©

図表1  米国における現物株取引の年間手数料推移

本稿では、特にビジネスインパクトが大
きいと考えられる手数料アンバンドリン
グに関して深堀りしていきたい。

手数料アンバンドリングに対する
動向

「投資者保護の強化」の一環として、執
行手数料とリサーチ手数料のアンバンド
リングが実施された。これによって、長
年に渡り“無料”と認識されていたリサー
チサービスは、MiFID2施行を機に厳し
い選別の目に晒されていると言っても過
言ではない。

① 欧州における動向

欧州では、MiFID2施行前から注文執行
以外のサービス費用を執行手数料に含め
ること（ソフトダラー）に対して厳格な
規制が設けられていた。その為、アンバ
ンドリングに対する拒否反応は比較的小
さい。FCA（英国当局）は英国内におけ

る「リサーチサービス」を細分化し、受
領したサービスの内容に応じてフィーを
支払うべきであると明示している。

リサーチサービス受領者は、これまで以
上に費用対効果を意識するこことなり、
外部に支払うリサーチ費用の圧縮やセル
サイドリサーチのカバレッジ縮小も予想
される。

② 米国における動向 

米国では、「投資助言業者」として登録
がない限り、リサーチ費用を別途受領す
ること（ハードダラー）が禁止されてい
る 。 そ の 中 で S E C （ 米 国 当 局 ） は 、
MiFID2施行後30カ月間は「投資助言業
者」でなくてもハードダラーでの運用を
許可する暫定救済措置を打ち出した。こ
れまでとは逆行する形ではあるが、米国
投資銀行が欧州にサービス提供が出来な
くなる懸念に対応するためである。

現時点において米国はMiFID2対象外で
はあるものの、この救済措置に甘んじる
ことに留まらず、リサーチ部門の業態を
「投資助言業者」に変更するといった動
きも出始めている。MiFID2がグローバ
ルスタンダードとなることを見越した対
応に着手している金融機関も少なくない。

本邦における動向

本邦では、フィデューシャリー・デュー
ティーを巡り、顧客が支払う手数料の透
明 性 に 関 す る 注 目 が 高 ま っ て い る 。
MiFID2単体で見ると、現時点において
は欧米市場の動きを静観している状況に
留まるが、グローバルトレンドである顧
客本位の業務運営への変革が求められる
中で、リサーチ手数料のアンバンドリン
グによるビジネス影響は今後益々拡大し
ていくことであろう。

攻めのリサーチビジネス変革

リサーチ手数料のアンバンドリングは、
やがて世界中に浸透する公算が大きい。
運用会社側としても、地域によって異な
る手数料スキームよりも単一のものに沿
う方が容易と感じるだろう。また、制度
施行に際してブローカーと締結した包括
的契約が、費用対効果の観点で見直され
ることも想定される。更には、進行する
手数料低下を考慮し、業容縮小を余儀な
くされるケースも発生し得るであろう

（図表1）。

ただ、この転換のタイミングを攻めに転
じる好機と捉えてみてはどうだろうか。
各社横並び状態から脱却し勝ち組となる
ためには、弊社としては既存業務とデジ
タルとの融合がカギを握ると考えている

（図表2）。

・SNSやニュース、ブログといった情報
ソース拡充や提供チャネル多様化を前
提とした、高付加価値プロダクト・
サービス

・競争力を維持する価格設定・価格改正
を下支えするプライシングプラット
フォーム

・サービス組成から顧客提供、サービス
管理に至るまで、一気通貫での低コス
トオペレーティングモデル

・顧客動向・趣向を掌握した上での包括
的なデジタルセールス戦略

既存業務とNew Technologyの融合によ
る次なる一手

1. AI/RPA

多岐に亘りAIを活用。膨大なビッグデー
タを解析し、顧客毎にパーソナライズさ
れた情報を提供。決算発表データと過去
遡及データを即時解析。更にはAIチャッ
トボットとのコミュニケーションを通じ
ても顧客情報を収集。プライシングAIに
よる適正な価格設定や柔軟な価格改正を
実行。これらはあくまで、一例に過ぎ
ない。

加えて、RPAを駆使して財務情報計算や
定型レポート作成を支援。オペレーショ
ン負荷を削減するとともに、業務精度向
上による審査・コンプライアンスチェッ
ク負荷軽減も狙う。

2. データ連携・共通化基盤

APIを通じて、社外データや社外アプリ
ケーションの情報と、社内の基幹システ
ムや業務アプリケーションの既存情報を
集約・蓄積する。

3. ビッグデータ解析

集約された銘柄情報・財務情報やニュー
ス、及び顧客情報等を多角的に分析する
ことで、真に価値あるサービス・プロダ
クト組成、顧客アプローチ戦略策定に向
けたインプットを整理する。

4. デジタルマーケティング

マーケティング・オートメーションや
データマネジメントのプラットフォーム
を駆使してマーケティング活動を効率
化・自動化。プロダクト・サービス組成
や戦略立案といったクリエイティブな領
域への時間を創出し、ブランディング向
上に寄与する。

5. Open API

Open APIを通じて、これまで自社に蓄積
したリサーチデータやシステム機能を外
部に公開し、サービス提供範囲を大幅に
拡大。新たな収益機会を創出するととも
に、多様化するデジタルチャネルへの対
応も図る。

これら新技術要素は既に実用化段階に来
ており、リテール部門やホールセールト

レーディング部門、本社事務部門の先進
事例では高い水準での効果創出にまで至
る。但し、リサーチ領域においてこれか
らゼロベースで構築するのには相応の時
間と投資が必要になる（図表3）。従っ
て、既存業務にこれら先進事例を順次取
り込んでいくといった発想を取ることが
肝要だ。

最後に

現時点では、MiFID2施行によるビジネ
ス影響はさほど大きくは無い。然しなが
ら、欧米先進金融機関は既に明確なアク
ションを起こし始めているのも事実であ
り、今後益々活発化していくことであろう。

弊社としても、各国の情勢を把握した上
で、各社の経営状況や狙いに即して、デ
ジタルを駆使した変革を加速化する一助
となりたいと考えている。

注：Greenwich Associates調査結果に基づく
※1　独立型リサーチ・アドバイザリーを含むすべての業務委託に係る手数料やリサーチ手数料
※2　市場インパクトによる価格変動を含む

出典：Greenwich Associates
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真に価値ある
サービス提供

競争力ある
プライシング

徹底的な
コスト削減

包括的な
デジタル

セールス戦略

・高付加価値プロダクト・サービスの組成
・顧客動向・趣向に鑑みたセールスマネジメント
・優秀な人材の確保・育成

・既存プロダクト・サービスの剪定
・リサーチプロダクト作成コスト削減
・サービス提供履歴等の管理負荷削減

・プロダクト・サービス毎の収益性見極め
・他社を出し抜く価格設定と柔軟・リアル

タイムでの価格改正

・顧客動向・趣向の正確把握と、リアルタ
イムでの社内情報共有

・多様化するチャネルに応じたマーケティ
ング戦略立案・ブランディング向上手数料合計 リサーチ・アドバイザリー手数料 委託手数料
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国内銀行業界を取り巻く環境

国内銀行業界にとっては試練の時期であ
ると認識している。

・国内市場の成熟化
- 人口は減少の一途

・社会構造の変化
- 顧客のデジタルシフト
- 小売業・通信業界等による決済市場

への進出
- FinTech企業の台頭

・経営効率の限界
- マイナス金利に伴う収益低下

特に、顧客のデジタルシフト（＝デジタ
ル社会化）の進展に合わせ、ネット・ス
マホアプリによる口座開設・各種手続き
への対応が始まっている。

しかし、顧客に見えている金融機関のデ
ジタル化への対応は表面的であり、多く
の場合、モバイルチャネルの後続の事務

処理は、従来の紙を用いた事務と同様で
あり、抜本的な効率化が後回しになって
いる場合も多い。

また、これまでも様々な局面で、業務プ
ロセスに係るコスト削減等の取り組みを
実施してきている。今後は既存商品・
サービスを前提とした生産性を上げるた
めの取り組みだけでは、乾いた雑巾を絞
るような効果しか期待することはできな
いだろう。

既存商品・サービスを前提とした
効率化取り組みの限界

近年のRPA等を活用した業務プロセスの
効率化により、大規模にシステム化する
までもない反復的な作業まで自動化され
ることになる。

本来ならば、代替できずに残る作業は、
複雑な内容の判断（読み取れない文字を
読みとる/作業結果が正しいものと判別

する等）・モノの移動（帳票、通帳、
カード等）を伴うものとなる。

しかし、依然として紙主体、規制対応・
過去の経緯によって設計された業務は複
雑なため残存され、個別部署単位で最適
化されたシステムが混在している。全体
最適の観点で業務が再設計されていると
は言い難い。

また、現行プロセスを是とする方々に
とって業務プロセスの全体最適の為、業
務が変化することに対して否定的になる
こともある。

特に、現行の法規制の下で、厳格な業務
運営を求められており、これまで問題が
なかった仕組みを変えることに対する反
発は想像に難くない。

つまり、既存商品・サービスを前提にし
た業務プロセス効率化の実現には大きな
壁があり、新たな改革アプローチを模索
する必要がある。

海外先進行は次世代のオペレー
ティングモデル改革へ

一方で、海外先進行は、国内銀行とのコ
スト効率の面で差をつけつつある（図表
1）。その背景には、商品・サービスレ
ベルにまで踏み込んだ改革アプローチの
変化がある。

・海外先進行の経営の効率性（CIR）
日本の大手銀行：約65%

デジタルを活用している海外先進行：
約48%

（CIR：Cost to Income Ratio、金融機関
の経営の効率性比較にグローバルで用
いられる指標）

・改革事例
海外行ではモバイルチャネルで口座開
設をすると5分後には着金可能な口座
が開設可能

（別途、本人認証確認作業を完了させ
れば、引き出しも可能）

本事例はこれまでの商品・サービスに求
められる本質的な機能は残しつつ、抜本
的な業務プロセスの効率化を実現している。

個別最適の効率化から全体最適
“end to end”の効率化へ

（ZBP:Zero-Based Process）

弊 社 が 提 唱 す る Z B P （ Z e r o - B a s e d 

Process）とは、「業務のインプット・ア
ウトプットを明らかにし、その中間処理
は完全自動化を目指す。制約は法令・コ
ンプラ要件のみとして準拠する」を基本
的な思想としたアプローチである（図表2）。

これまで、ともすれば理想像として語ら
れてきたことが様々なデジタル・テクノ
ロジーを活用すれば実現できるケースが
出てきている。

前述のような海外先進行の事例は、既存
の商品・サービスを起点とした思考から
脱却したからこそ実現できた一例である。

従来の業務改革では、仮に大きく業務プ
ロセスを変革しようと考えていても、過
去の経緯で複雑化した業務プロセスに対
して、メスを入れられなかぅた経緯があ
るものと認識している。

具体的には、業務プロセスそのものの
要・不要、やり方を変える等オプション
を整理できたとしても、また、それが法
制度・コンプライアンスの観点で問題な
いかまでを担保できず、従来踏襲の業務
プロセスが維持されてきたことが実態で
はないだろうか。

デジタル・テクノロジーが進展した今こ
そ、この課題を再整理する機会が来てい
るものと考えている。

実現させるためのシステム
（Digital Enterprise）

ZBPアプローチによる業務プロセス変革
は、それを支えるシステムにも影響を及

ぼす。これまで人が行っていた作業をテ
クノロジーが行い、横展開を前提とした
全社的な自動化を主としたITプラット
フォームの構築が必要となる。

弊社では、そのためのフレームワークと
して、「Digital Enterprise」を提唱してい
る。下 記 の 要素で構成されている（図
表3）。

・セールスやコミュニケーションを支援
する「デジタルワークフォース」

・サイバーセキュリティやコンプライア
ンスを支援する「デジタルセキュリ
ティ」

・データマネジメントやコネクションマ
ネジメント（他社APIとの連携等）を
支援する「デジタルプラットフォーム」

これらの要素について、実現できる最適
なソリューションを組み合わせて提供す
ることが重要となる。

既存の勘定系システムの基本機能は残し
つつ、オペレーション部分はDig i ta l 

Enterpriseプラットフォームと連携しな
がらより幅広い業務を自動化できるもの
と考える。

改革に向けたアプローチ

改革を推進していく上では、旧来プロセ
スを効率化しつつ、順次新規プロセスへ
シフトさせる考え方（＝ツースピード改
革）が有効であると考える。

先行取組対象となる商品・業務プロセス
を抽出し、スピーディにやり切ること
で、社内での成功事例として認識される
ことになる。

また、これまでの個別最適化された組織
（フロント・ミドル・バック）を横断
し、業務をend to endの視点で再構築す
る考えが必要となる。

その為には、それぞれの部門の現状の
ミッションを超えて、組織横断で全体最
適の議論が必要となる。組織横断で改革

をトップダウンのコミットメントは勿論
のこと、改革を全社横断でオーナーシッ
プをもって進める組織・ミドルマネジメ
ントが必要となる。

おわりに

本稿では、コスト構造改革に向けて、

① 業務プロセスは、ZBPの視点で考える
こと

② その際には個別最適のソリューション
を適用するのではなく、統合的なプ
ラットフォームを意識した仕組みを
構築すること

③ 改革を推進していくには、旧来プロ
セスを効率化しつつ、順次新規プロ
セスへシフトさせること

④ 各階層における強いコミットメントが
重要である事を述べてきた。

本アプローチが本邦金融機関の抜本的な
オペレーティングモデル改革への一助な
れば幸いである。

MiFID2の概要

2018年1月3日に施行されたMiFID2で
は、安全・透明・堅固で信頼しうるEU

金融市場を目指し、投資家保護や市場透
明性強化を目的とした多岐に渡る施策が
講じられた。2007年のMiFIDに対する主
要な改定は以下である。

・投資家保護の強化

・市場透明性の向上
（ダークプール取引の上限規制等も新

たに導入）

・新たな市場構造の枠組みの導入（規制
市場及びMTFに加えて、OTFを新規導入）

・アルゴリズム取引規制（システムリス
ク管理体制の具備等）

・商品デリバティブ市場に対する監督権
限の強化

・第三国のEU市場アクセスを認めるた
めの統一的な枠組みの導入

2018 Accenture All rights reserved. ©

図表3  新技術を活用したリサーチプラットフォーム イメージ

本稿では、特にビジネスインパクトが大
きいと考えられる手数料アンバンドリン
グに関して深堀りしていきたい。

手数料アンバンドリングに対する
動向

「投資者保護の強化」の一環として、執
行手数料とリサーチ手数料のアンバンド
リングが実施された。これによって、長
年に渡り“無料”と認識されていたリサー
チサービスは、MiFID2施行を機に厳し
い選別の目に晒されていると言っても過
言ではない。

① 欧州における動向

欧州では、MiFID2施行前から注文執行
以外のサービス費用を執行手数料に含め
ること（ソフトダラー）に対して厳格な
規制が設けられていた。その為、アンバ
ンドリングに対する拒否反応は比較的小
さい。FCA（英国当局）は英国内におけ

る「リサーチサービス」を細分化し、受
領したサービスの内容に応じてフィーを
支払うべきであると明示している。

リサーチサービス受領者は、これまで以
上に費用対効果を意識するこことなり、
外部に支払うリサーチ費用の圧縮やセル
サイドリサーチのカバレッジ縮小も予想
される。

② 米国における動向 

米国では、「投資助言業者」として登録
がない限り、リサーチ費用を別途受領す
ること（ハードダラー）が禁止されてい
る 。 そ の 中 で S E C （ 米 国 当 局 ） は 、
MiFID2施行後30カ月間は「投資助言業
者」でなくてもハードダラーでの運用を
許可する暫定救済措置を打ち出した。こ
れまでとは逆行する形ではあるが、米国
投資銀行が欧州にサービス提供が出来な
くなる懸念に対応するためである。

現時点において米国はMiFID2対象外で
はあるものの、この救済措置に甘んじる
ことに留まらず、リサーチ部門の業態を
「投資助言業者」に変更するといった動
きも出始めている。MiFID2がグローバ
ルスタンダードとなることを見越した対
応に着手している金融機関も少なくない。

本邦における動向

本邦では、フィデューシャリー・デュー
ティーを巡り、顧客が支払う手数料の透
明 性 に 関 す る 注 目 が 高 ま っ て い る 。
MiFID2単体で見ると、現時点において
は欧米市場の動きを静観している状況に
留まるが、グローバルトレンドである顧
客本位の業務運営への変革が求められる
中で、リサーチ手数料のアンバンドリン
グによるビジネス影響は今後益々拡大し
ていくことであろう。

攻めのリサーチビジネス変革

リサーチ手数料のアンバンドリングは、
やがて世界中に浸透する公算が大きい。
運用会社側としても、地域によって異な
る手数料スキームよりも単一のものに沿
う方が容易と感じるだろう。また、制度
施行に際してブローカーと締結した包括
的契約が、費用対効果の観点で見直され
ることも想定される。更には、進行する
手数料低下を考慮し、業容縮小を余儀な
くされるケースも発生し得るであろう

（図表1）。

ただ、この転換のタイミングを攻めに転
じる好機と捉えてみてはどうだろうか。
各社横並び状態から脱却し勝ち組となる
ためには、弊社としては既存業務とデジ
タルとの融合がカギを握ると考えている

（図表2）。

・SNSやニュース、ブログといった情報
ソース拡充や提供チャネル多様化を前
提とした、高付加価値プロダクト・
サービス

・競争力を維持する価格設定・価格改正
を下支えするプライシングプラット
フォーム

・サービス組成から顧客提供、サービス
管理に至るまで、一気通貫での低コス
トオペレーティングモデル

・顧客動向・趣向を掌握した上での包括
的なデジタルセールス戦略

既存業務とNew Technologyの融合によ
る次なる一手

1. AI/RPA

多岐に亘りAIを活用。膨大なビッグデー
タを解析し、顧客毎にパーソナライズさ
れた情報を提供。決算発表データと過去
遡及データを即時解析。更にはAIチャッ
トボットとのコミュニケーションを通じ
ても顧客情報を収集。プライシングAIに
よる適正な価格設定や柔軟な価格改正を
実行。これらはあくまで、一例に過ぎ
ない。

加えて、RPAを駆使して財務情報計算や
定型レポート作成を支援。オペレーショ
ン負荷を削減するとともに、業務精度向
上による審査・コンプライアンスチェッ
ク負荷軽減も狙う。

2. データ連携・共通化基盤

APIを通じて、社外データや社外アプリ
ケーションの情報と、社内の基幹システ
ムや業務アプリケーションの既存情報を
集約・蓄積する。

3. ビッグデータ解析

集約された銘柄情報・財務情報やニュー
ス、及び顧客情報等を多角的に分析する
ことで、真に価値あるサービス・プロダ
クト組成、顧客アプローチ戦略策定に向
けたインプットを整理する。

4. デジタルマーケティング

マーケティング・オートメーションや
データマネジメントのプラットフォーム
を駆使してマーケティング活動を効率
化・自動化。プロダクト・サービス組成
や戦略立案といったクリエイティブな領
域への時間を創出し、ブランディング向
上に寄与する。

5. Open API

Open APIを通じて、これまで自社に蓄積
したリサーチデータやシステム機能を外
部に公開し、サービス提供範囲を大幅に
拡大。新たな収益機会を創出するととも
に、多様化するデジタルチャネルへの対
応も図る。

これら新技術要素は既に実用化段階に来
ており、リテール部門やホールセールト

レーディング部門、本社事務部門の先進
事例では高い水準での効果創出にまで至
る。但し、リサーチ領域においてこれか
らゼロベースで構築するのには相応の時
間と投資が必要になる（図表3）。従っ
て、既存業務にこれら先進事例を順次取
り込んでいくといった発想を取ることが
肝要だ。

最後に

現時点では、MiFID2施行によるビジネ
ス影響はさほど大きくは無い。然しなが
ら、欧米先進金融機関は既に明確なアク
ションを起こし始めているのも事実であ
り、今後益々活発化していくことであろう。

弊社としても、各国の情勢を把握した上
で、各社の経営状況や狙いに即して、デ
ジタルを駆使した変革を加速化する一助
となりたいと考えている。

社内外データ連携新規サービス導入

データ蓄積／ビッグデータ分析

既存顧客

コンシェルジュAI

社外向け情報共有
ポータルサイト

社内向け情報共有
ポータルサイト

  データ解析・
プライシングAI

潜在顧客

マネジメント

 セールス・ 
アナリスト

顧客 社内システム

外部サービス

社員

Open�
API

CRM アナリスト活動
顧客情報

営業活動履歴

レポート閲覧ログ

コンテンツ管理通話履歴

ミーティング履歴

APIマイクロ
サービス

アプリ
基幹系

システム

アナリスト
レポート作成

システム

Bloomberg

Reuters

Quick

財務・決算情報

ニュース

SNS、ブログ等

ポータル管理

A
PI

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

ユーザ認証

マイクロ
サービス-A

マイクロ
サービス-B

マイクロ
サービス-C

外部ベンダ連携
API-A

外部ベンダ連携
API-B

出し分け指示
格納オンメモリ

DB

出し分け指示


